
平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

計 ー 25,415

その他 ー 71

外部委託（会議運営） ー 5,675

人件費

借料及び損料 ー 7,131

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

出張旅費 ー 7,770 ＴＩＣＡＤⅤの前年度にあたるため，例年開催しているフォローアップ会合に加え，ア
フリカ諸国，共催者等主要機関による事務レベル地域準備会合及び本番直前に最
終的な調整を図るため閣僚級による準備会合を開催し，ＴＩＣＡＤⅤに臨むための経
費。

ー 4,768

-

- - (        -        ) (2)

単位当たり
コスト

１２．５　（百万円/１会合） 算出根拠 ２４年度予算額（２５百万円）÷開催会合数（２回）（見込額）

平成２４年度にＴＩＣＡＤⅤ地域準備会合及びＴＩＣ
ＡＤⅤ閣僚級準備会合を各１回実施する。

活動実績

（当初見込
み）

回
- - -

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（24年度）

目標：アフリカ諸国及びＴＩＣＡＤ共催者等との間
で成果文書等の最終調整を行い、ＴＩＣＡＤⅤの
成功裡の開催につなげる。
実績：アフリカ参加国数

成果実績 か国 - - - 54

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ - -

執行率（％） - - -

執行額 - - -

計 - - - - 25

- - -

繰越し等 - - - -

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 25

補正予算 -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

平成24年秋を目処に，事務レベルの地域準備会合をアフリカ2か国（ナイジェリア，ザンビア）で開催する。また，平成25年2月～3
月頃には，TICADⅤ閣僚級準備会議をエチオピアで開催し，アフリカ諸国やＴＩＣＡＤ共催者等との間で公表文書等の最終的な調整
を行い，平成25年度に予定されるＴＩＣＡＤⅤの成功裡の開催につなげる。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省組織令第５８条及び第６２条

関係する計画、
通知等

特になし

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

平成24年度については，平成25年度に開催が想定される第五回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅤ）の前年度にあたるため，アフリカ諸
国やＴＩＣＡＤ共催者等の関係機関による「地域準備会合」を事務レベルにて開催し，アフリカ開発の現状に関わる個々の論点及び
ＴＩＣＡＤⅤの優先課題等に関する見解を聴取する。さらに，ＴＩＣＡＤⅤの直前に開催する「閣僚級準備会議」において、参加者間で
公表文書等の最終調整を行い，本番の首脳会合に臨む必要がある。

事業開始・
終了(予定）年度

平成２４年度限り 担当課室 アフリカ第二課 課長　齋田　伸一

会計区分 一般会計 施策名 I-6　アフリカ地域外交

事業番号 22
平成２３年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 アフリカ開発会議（TICAD）準備会合開催経費 担当部局庁 中東アフリカ局 作成責任者



上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

事業について精査した結果、一部事業の縮小

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本件事業は，第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）で「横浜行動計画」として採択された対アフリカ開発支援策の履行状況をモニターするフォ
ローアップ会合後に引き続き，第五回アフリカ開発会議（TICADⅤ）の開催に先立って開催するものであり，アフリカ諸国，共催者等主要機関
による事務レベル及び閣僚級による準備会合を実施するものであることから、アフリカ地域に在外公館を有し、共催者を含む国際機関等と
の緊密なネットワークを有する外務省が実施することが適当である。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項



計 － 3,055

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

その他 － 3,055

―

(       －       ) （３）

単位当たり
コスト

１　（百万円／１回） 算出根拠 平成２４年度予算要求額／出張回数（見込み）

国際会議への出張回数

活動実績

（当初見込
み）

回
－

－

－－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（２４年度）

本件はイランとの関係強化等が目標.。
【実績】要人の往来数

成果実績 人 － － － 6

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ － －

執行率（％） - - -

執行額 - - -

計 - - - - 3

- - -

繰越し等 - - - -

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 3

補正予算 -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

（１）国際社会の対イラン政策策定への関与
　・ＥＵ３＋３との意見交換・協議の実施
　・対イラン制裁に関する有志国会議への参加
（２）イランとの関係強化
　・日・イラン若手外交官交流
　・受刑者移送条約の締結の可能性を検討するための予備協議

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条第二・三項 関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

ＥＵ３＋３等の国際社会の対イラン政策策定への積極的な関与を通じて，イラン情勢を巡る国際社会の取組を我が国に有利なような進める。同
時に，エネルギー安全保障等の確保を念頭に，イランとの間の関係を強化する。

事業開始・
終了(予定）年度

平成２４年度開始
担当課室 中東第二課 課長　中込　正志

会計区分 一般会計 施策名 中東地域外交に必要な経費

事業番号 23
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 イラン問題対策費 担当部局庁 中東アフリカ局 作成責任者



上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

事業について精査した結果，一部事業の縮小

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

イランとの間の関係強化を強化するために必要な経費を予算要求する。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項



計 ー 2,597

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

その他（旅費） ー 2,597

－

(       －        ) (6)

単位当たり
コスト

８５６　（千円／１回） 算出根拠 平成２４年度要求額／交渉回数及び会合数（見込み）

各国との交渉回数及び会合数

活動実績

（当初見込
み）

回
－

－

－ －

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（24年度）

日・アルジェリア投資協定交渉の妥結及び日ト
ルコ経済連携協定締結に向けてトルコ側との協
議・意見交換
トルコ及びアルジェリアに対する我が国の輸出
額

成果実績 百万円 － 307,768

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ － －

執行率（％） ー ー ー

－ －

執行額 ー ー ー

計 ー ー ー ー 3

ー ー ー

繰越し等 ー ー ー ー

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 ー ー ー ー 3

補正予算 ー

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

１．日・アルジェリア投資協定締結交渉出席旅費（含む有識者）
２．日・トルコ経済連携協定交渉に関する非公式協議出席旅費（含む有識者）

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条第１項ハ、第２・４項
外務省組織令第５９条

関係する計画、
通知等

平成22年12月に前原外務大臣（当時）がアルジェリアを訪問し
た際に、2011年中の締結を目指すことで一致。

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

中東・北アフリカの安定は，我が国へのエネルギーの安定供給確保という観点から死活的に重要であり，我が国としても①公正な政治・行政，
②人づくり，③雇用促進・産業育成の三本柱を中心として，域内各国の安定的な体制移行及び諸改革の自助努力を後押ししていくとともに，こ
れらの支援に資する④経済外交の強化、⑤相互理解の促進に取り組む考えである。日・トルコＥＰＡや日アルジェリア投資協定等種々の経済条
約の締結に向けた取組は，我が国と同地域の経済関係の強化するのみならず，同地域の安定を目指すもの。

事業開始・
終了(予定）年度

平成２４年度開始
・未定 担当課室 中東第一課 課長　長岡　寛介

会計区分 一般会計 施策名 I-5　中東地域外交

事業番号 24
　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 中東諸国における経済外交推進関連経費 担当部局庁 中東アフリカ局 作成責任者



上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

事業について精査した結果，一部事業の縮小

ー 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

ー 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

本件は日・トルコＥＰＡや日アルジェリア投資協定等種々の経済条約の締結ににより，我が国と同地域の経済関係を強化するのみならず，同
地域の安定を目標とするものであり，世界各国に在外公館を持ち各国の窓口となっている外務省が行うべき業務である。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

ー 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

ー 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

ー 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

ー 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

ー 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

ー 受益者との負担関係は妥当であるか。

ー 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

ー 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

ー 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項




